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手の IT 企業に対する法規制が検討されている。このような所から GAFA の問題ををテーマと
した論考を執筆する予定で、ネットビジネス、IT、ビッグデータに関する用語等も解説しつつ、


















 1） 「第 2 章 ビッグデータ利活用元年の到来／第 1 節広がるデータ流通・利活用・1 ビッグデータの定義及







タから、IoT の進展などを始め、新たな ICT におけるリアルなデータへと、あるいは B to C のみなら
ず B to B に係るデータへと爆発的に流通するデータ種別へと拡大しているためである。」
　更にビッグデータを、1）国や地方公共団体が提供するオープンデータ、2）企業における暗
黙知（ノウハウ）をデジタル化・構造化したデータ（知のデジタル化）、3）企業における M2M



















年ぶりに改正（改正個人情報保護法）、2017 年 5 月 30 日より全面施行されたことにより、1）
個人情報の定義の明確化（個人情報保護法（以下、法という）2 条）、2）適切な規律の下で個
人情報の有用性を確保、3）個人情報の保護を強化、4）個人情報保護委員会の新設およびその
権限（法 59 条～ 74 条）、5）個人情報の取り扱いのグローバル化等の規定が設けられ、事業者
が積極的に個人情報を活用できるよう、個人情報の定義を厳格に定め、本人が特定できないよ
う加工すれば、個人情報をビッグデータとして利活用できるようになり（匿名加工情報の制度・
法 36 条～ 39 条）3）、特定の個人を識別できないように加工された人流情報、商品情報等もこの
 2） 「官民データ活用推進基本法」電子政府の総合窓口／ e-Gov（http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/
elaws_search/lsg0500/detail?lawId=428AC1000000103）







別し、パーソナルデータは、個人から企業へ提供された後、企業から個人に対し B to C、企業





















ビー用品のクーポンを送って物議を醸し、日本でも JR 東日本が 2013 年、事前の十分な説明な


























建物名等を取り除いて、大阪市北区としたり、45 歳の人を 40 代としたり、ノイズ（誤差）付
加といい 45 歳の人を 47 歳とするような手法である。
　但し、大阪市北区所在のデータの中に 40 代の男性が 1 人しかいないというように個人の特定
に繋がる恐れがある場合には、「k- 匿名性」という指標を使う。k にはデータの内容に表される
人が最低何人いるかを示す数字を入れる。例えば k を 3 とした場合、データに中に 40 代の男性














年 7 月 14 日
 8） 「個人情報保護法ガイドライン（匿名加工情報編）」個人情報保護委員会、2016 年 11 月（2017 年 3 月）
（ https://www.ppc.go.jp/files/pdf/guidelines04.pdf）、「匿名加工情報とは？作成時の基準・義務・事例をま

























5）電気のスマートメーター（家族構成は 1 人、2 人、3 人、4 人以上の 4 区分、家の築年数










 9） 「ビッグデータ売買に指針 車走行やカード履歴 個人情報加工し活用と保護両立」日本経済新聞、2017









「匿名加工情報制度について」PPC 個人情報保護委員会（ https://www.ppc.go.jp/personal/tokumeikakou 
Info/）、「匿名加工情報とは何か」英知法律事務所弁護士森亮二、2017 年 5 月（http://www.soumu.go.jp/
main_content/000487916.pdf）、「 匿名加工情報制度」参考資料 2：個人情報保護委員会事務局提出資料
（http://www.soumu.go.jp/main_content/000570869.pdf）、「個人情報保護法ガイドライン（匿名加工情報























12） 「第 1 部 特集　ICT が導く震災復興・第 2 章　日本再生の道筋・『スマート革命』が促す ICT 産業・社
会の変革／第 1 節『スマート革命』― ICT のパラダイム転換／ 4 知識情報基盤として新たな付加価値を










「資料 6ビッグデータ利活用に向けた政府の取組状況について」平成 26 年 11 月内閣官房知的財産戦略
推進事務局 13）、「AI 時代における産業用データ利活用の促進―コネクテッド・インダストリーズの成否―」
柿沼 重志 東田 慎平（経済産業委員会調査室）、立法と調査、2018.10、参議院常任委員会調査室・特
別調査室 14）、「資料 2ビッグデータの統計的利活用に向けて」平成 30 年 5 月 23 日、総務省統計委員会



































言える。Google は schema.org、Microformats、Microdata、RDFa、データ ハイライターでタグ付けした








TV 会議・電話会議、IC レコーダデータ、CTI 音声ログデータ、システムログ、アクセスログ、セン
サーログ等がある。データ／コンテンツの種類の多様化により、今後企業が所有するデータには、テ
キスト、ドキュメント、画像、音声、映像等の非構造化データも飛躍的に増大すると言われている。
なお、CSV は、comma-separated values の略でいくつかの項目をカンマ（，）で区切ったテキストデー




　日本経済新聞と日経 BP 社の専門誌「日経ビッグデータ」は、2014 年 21）、2015 年 22）のそれぞ
れ 12 月に企業のビッグデータの活用について経営者に共同調査を行った結果を発表した。100
社近い企業から回答を得たが、ビッグデータを活用していると答えた企業は 2014 年には 53％、
2015 年には 67％にのぼった。2014 年調査ではほぼすべての企業が将来活用したいと答えてお
り、ビッグデータを分析に使っている分野は、2014 年は販売・営業部門が 74％、設計・生産と
研究開発部門が 43％、2015 年には販売・営業部門における業績拡大が 70％、設計・生産にお
けるコスト削減が 46％、研究開発（商品開発）で業績拡大に生かすが 62％、コスト削減に生か





separated values」Wikipedia（https://ja.wikipedia.org/wiki/Comma-Separated_Values ）、「TSV とは」Webliuo/
IT 用語辞典バイナリ（https://www.weblio.jp/content/TSV）
21） 「日経ビッグデータ『データ活用先進企業』を発表」日経 BP、2014 年 12 月 3 日（https://www.nikkeibp.
co.jp/atcl/newsrelease/corp/newsrelease20141203/）






















　日本経済新聞が企業の法務担当者や弁護士に、2017 年 10 月から 11 月に行った調査では弁護










　サービス開始後 2017 年 5 月の時点でネット広告会社等約 25 社が市場に参加、大企業を中心
に 100 社が市場の参加に関心を示していたとのことである。ネットでマイカーの燃費情報等を
提供する「e 燃費」25）を展開するイード（ iid）も、2017 年 5 月 15 日から「EverySense」にデー
23） 「ビッグデータ活用 弁護士ビジネス」のキーワードでネットには様々な弁護士事務所の情報が並ぶ。
24） 「弁護士、新ビジネス支える 宇宙開発 条約の解釈調整 ビッグデータ 活用方法を助言」日本経済新聞、






　なお、現在同サイトは、「 IoT ストリーミングデータ取引市場 EverySense」（2017 年 10 月 1








共同開発した特殊な光ディスクは 1 枚に 300 ギガ（ギガは 10 億）のデータを保存出来る。読み
出し速度は HDD より遅いが保存媒体としての寿命は HDD や磁気テープの 10 倍以上であり、
100 年単位で長期保存でき、消費電力は従来のセンターの 10 分の 1 程度に抑えられ省エネ効果
も高い。
　対象はコールドデータと呼ばれる時間の経過とともに参照頻度は下がるが長期保存が望まし










ォーム「EverySense」パートナー企業 24 社でスタートした。（PRTIMES、2017 年 5 月 22 日／ https://
prtimes.jp/main/html/rd/p/000000004.000022205.html）
27） ホームページは（http://j-dex.co.jp/）
28） 「『データ流通』宝の山 VB のエブリセンスが仲介市場 燃費や顧客情報取引 環境整備 政府も後押し」日
本経済新聞、2017 年 5 月 22 日
29） 「パナソニックの『今』を伝える／特集 IoT/ ビッグデータ時代を支える『光ディスクアーカイブ』～
大容量、高速化への挑戦」Panasonic Newsroom Japan、2017 年 8 月 23 日（https://news.panasonic.com/jp/
stories/2017/49021.htm）、「TAKE IT EASY/ 活発化するデータ長期保存市場」松本尭、三菱総合研究所、
2014 年 4 月 15 日（https://easy.mri.co.jp/20140415.html）
30） 「パナソニック ビッグデータ長期保管 光ディスク、費用半減 IoT 需要にらむ」日本経済新聞、2017 年


























流の 7 分野も対象にする予定とのことである 34）。
　政府は、効能や副作用が出る仕組みが科学的によく分かっていない薬が多い漢方薬の効能に






32） 「データ保護幅広く 社外秘以外も対象に 不正取得、賠償可能に 法改正案」日本経済新聞、2017 年 3 月
15 日
33） 「GE とビッグデータ提携 コマツ、鉱山を効率運営 製品・サービス一体提供」日本経済新聞、2015 年
4 月 8 日
34） 「ビッグデータで街を分析 日立、鉄道などの新規事業支援 ソフトで収益すぐ試算」日本経済新聞、2015






た国土交通省が主導する交通安全対策は 2016 年にスタート、参加自治体は 2016 年 4 月の 166








車の割合が 3 割から 1 割に減る効果があることが確認された。
　福井県では、出合い頭の事故が相次いでいた交差点の原因をデータにより分析したところ、
一灯式の点滅信号が原因と分かり、信号機の撤去や道路標識の改良により、2012 年から 2015
年 8 月まで 26 件あった事故件数を、2015 年 9 月から 2018 年 6 月までは 6 件に急減させること
に成功した。愛知県は、トヨタ自動車の協力でカーナビのデータに基づき、道路標識を設置し
たり改める等して田原市では国道手前の急ブレーキをゼロに減らした。
　その他、ホンダは、純正通信カーナビを搭載する車約 386 万台（2018 年 9 月現在）のビッグ
データを基にインターネットの地図上に急ブレーキや事故の多発エリアを示したサイト「セー








① Connected Industries 37）
　国もビッグデータ共有の後押しを考えており、2016 年 3 月には経済産業省・経済産業政策局
35） 「漢方ビッグデータで検証 1 種につき 100 万人 効能や副作用」日本経済新聞、2018 年 8 月 24 日
36） 「ビッグデータ 交通事故『予防』危険な道割り出し対策 国・自治体・メーカー連携／謎のスピード超 





から「資料 4-1データの利活用等に関する制度・ルールについて」38）が、2017 年 5 月 30 日に
は、ビッグデータ活用にも係る「『新産業構造ビジョン』一人ひとりの、世界の課題を解決する
日本の未来」（産業構造審議会新産業構造部会事務局）39）も公表され、同年 10 月に経済産業省・
情報経済課から「資料 3 Connected Industries 実現のためのデータ関連制度の整備検討」（以下
「データ関連制度の整備検討報告」という）40）という報告も発表されている。
　「データ関連制度の整備検討報告」では、「Connected Industries」東京イニシアチブ 2017 の策

























































メーカーが共同出資して設立したダイナミックマップ基盤 42）、海運分野では 2015 年に設立され
たシップデータセンター 43）等が認定を受ける候補に挙がっている 44）。







44） 「産業ビッグデータ集約『認定バンク制』創設 政府 地図情報など共用可能に」日本経済新聞、2017 年




































したデータの活用を行いやすくしようというものだが 48）、関連するものとして 2018 年 6 月 15 日
46） 「産業ビッグデータ標準化 自動走行など 5 分野 経産省・総務省 書式を統一、共有促進」日本経済新聞、
2017 年 12 月 21 日
47） 「データ活用 企業に安心 保護ルール導入へ ネット転売削除も可能に」読売新聞、2018 年 1 月 20 日
48） 「科学技術戦略統合へ 政府、6 月までに策定 ビッグデータ共通化」読売新聞（夕）、2017 年 12 月 25 日
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内閣府において閣議決定された「統合イノベーション戦略」が同月 22 日に公表された 49）。
③ 具体的なデータ関連制度の整備













「AI・データの利用に関する契約ガイドライン」2018 年 6 月 15 日公表
2） 産業データ共有事業の認定制度の創設（コネクティッド・インダストリー税制、公的デ
ータ提供要請制度）
「生産性向上特別措置法」（生産性革命新法）2018 年 6 月 6 日施行
3）不正競争防止法におけるデータの不正流通に対し差止めを可能とする制度の創設










50） 「第 4 次産業革命へ法整備 Iot AI ビッグデータ 政府、関連制度を一括改正」日本経済新聞、2017 年 5
月 18 日
51） 「資料 2-2 データ利活用に向けたルール整備・プロジェクト創出に関する進捗」経済産業省商務情報政






「新たなデータ流通取引に関する検討事例集 ver2.0」2018 年 8 月 10 日公表（一部産業デー
タ含む）





ソーシアム 53）の下に 2016 年 1 月にデータ流通促進 WG を設置し、事例集を 2017 年 1 月に公表
した。


























54） 「『分かりそう』で『分からない』でも『分かった』気になれる IT 用語辞典／ユースケース（use case）」
IT の万屋　PCS　Piyopiyo Create Service（https://wa3. i-3-i.info/word16097.html）
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　なお、同 WG は、B to B でのデータ流通取引を検討している事業者に対するものとして、事
業者間のデータ取引契約に課題となる事象についてユースケースに基づき議論し、「新たなデー
タ流通取引に関する検討事例集 ver1.0」55）を 2017（平成 29）年 3 月に公表、その後、2018 年 3
月までに追加された 5 件のユースケースを追加し、同 WG における委員からの助言内容等を整
理、取りまとめた「新たなデータ流通取引に関する検討事例集 ver2.0」56）が公表されている。
b）データ流通プラットフォーム間の連携を実現するための基本的事項の公表 57）


















調査基準を検討することとし、データ流通 IT 基準に関する海外調査候補先として 11 か所を挙
げている。
注 8）API
Application Programming Interface の略。アプリケーションのシステム同士を繋げるための仕組みで、
API を使えば、自社のアプリケーションに他のアプリケーションの機能を盛り込むことが可能となる。
55） 「新たなデータ流通取引に関する検討事例集 ver1.0」IoT 推進コンソーシアム、総務省、経済産業省、
2017 年 3 月（http://www.soumu.go.jp/main_content/000471623.pdf）
56） 「『新たなデータ流通取引に関する検討事例集 ver2.0』を取りまとめました」経済産業省（https://www.
meti.go.jp/press/2018/08/20180810002/20180810002.html）、「新たなデータ流通取引に関する検討事例集 







例えば、Google が提供する Google Maps API を使えば、自社のアプリケーションに地図を組み込むこ
とが可能である 59）。
c）産業データ活用（共有）促進事業（2017（平成 29）年度補正予算事業）














データ標準・互換性、API 連携、あるいはデータ共有・共用に向けた基盤構築を検証する FS 調
査を補助することとした（予算額 18 億円）。
1） Connected Industries 重要 5 分野を中心とした広範な事業領域
2）複数企業間でのデータ収集・活用（共有・共用）に向けた取組





　この事業は、一次公募（2018 年 2 月 8 日～ 2 月 28 日）で 13 事業者が採択され、二次公募





募主体は AI ベンチャー企業がなることとして、AI システム共同開発支援事業も併せ盛り込ま
れている（予算額 24 億円）。



































ライン（案）」を策定、そして 2018 年 4 月 27 日から 5 月 26 日までの間、様々な意見を聴取し、
その結果についても取りまとめ「AI・データの利用に関する契約ガイドライン」を作成したも
60） 経済産業省ホームページ（http://www.meti.go.jp/press/2017/05/20170530003/20170530003-1.pdf）
61） 「ビッグデータ共有後押し 政府が指針、紛争防ぐ 車走行情報 部品開発やカーシェアにも」日本経済新





































63） 「 AI・データの利用に関する契約ガイドライン―データ編―」経済産業省、（ http://www.meti.go.jp/pre
ss/2018/06/20180615001/20180615001-2.pdf）

















によって行うことが考えられていたが、2018（平成 30）年 5 月 16 日に生産性革命新法及び産
業競争力強化法等の一部を改正する法律が成立、6 月 6 日に施行となりビッグデータの活用に
関しては生産性革命新法によりこれが行われることになった 66）。
　因みに、産業競争力強化法等の一部を改正する法律においては、1）㈱産業革新機構の組織・











65） 「資料 3-1産業データ共有事業について」経済産業省商務情報政策局情報経済課、2018 年 12 月 11 日
（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/detakatuyo_wg/dai5/dcwg_siryou3-1.pdf）
66） 「資料 3データ流通・活用に関する動向」内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室、2018（平成 30）年












月 11 日に「産業データ共有事業について」という資料が公開されている 69）。




活動を「革新的事業活動」（生産性革命新法（以下、法という）2 条 1 項）とし、革新的事業活
動における技術又は手法で、当該事業分野で著しい新規性を持ち、高い付加価値を創出する可
能性がある新技術等の実用化の可能性について行う実証について、「新技術等実証」（法 2 条 2
項）、電磁的記録に記録された情報を、革新的な技術又は手法を用いて収集、産業活動に活用す
るものを「革新的データ産業活用」（法 2 条 4 項）と定義し、同法の目的に沿った様々な施策を
行っている。
　1）プロジェクト型「規制のサンドボックス」注9）と言われるものは、新技術等実証の促進（法





































画」）を作成、経済産業大臣に協議、同意を求め（「同意導入促進基本計画」）（法 37 条、38 条）、
同意導入促進基本計画に基づく先端設備等の導入（「先端設備等導入」）をしようとする中小企
業者は、「先端設備等導入計画」を作成し、導入する先端設備等の所在地を管轄する特定市町村
の認定を受けることができる制度を作った（法 40 条、法 41 条）。













22 条 1 項、2 項）。
　主務大臣は、必要があると認めるときは、革新的事業活動評価委員会の意見聴取、（法 22 条





























29 条）、最低投資合計額 5,000 万円の条件にて、対象設備（ソフトウエア、器具備品、機械装
置）について、特別償却 30％、また 3％、又は一定の要件を満たせば 5％の特別控除がある 72）。
9 ．不正競争防止法改正
　2015 年頃よりビッグデータの活用に向けた法整備が政府の知的財産戦略の次なる目標として
注目を集め出し 73）、2016 年から 2017 年にかけて IoT データやビッグデータ、AI 技術を知的財
71） 「コネクテッド・インダストリーズ税制について」経済産業省ホームページ
  （https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/data-katsuyo/iot-zeisei/iot-zeisei.html）、「―生産性向上特別措置法―
『革新的データ産業活用計画』認定申請のご利用の手引き」平成 30（2018）年 6 月 6 日版、経済産業
省（https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/data-katsuyo/iot-zeisei/tebiki.pdf）
72） 前掲（71）




　このような中、「未来投資戦略 2017」（2017 年 6 月閣議決定）、「知的財産推進計画 2017」
（2017 年 5 月知的財産戦略本部決定）において、不正競争防止法改正を視野に入れた提言がな
され、そして、2018 年 1 月、産業構造審議会知的財産分科会不正競争防止小委員会が「データ
利活用促進に向けた検討中間報告」をとりまとめ、国会の審議を経てビッグデータを知財とし
て活用するため等の不正競争防止法の改正が行われた 75）。
　「不正競争防止法等の一部を改正する法律」は、2018（平成 30）年 5 月 23 日に成立、12 月
30 日に公布され、不正競争防止法の改正によるデータの不正取得等に対する救済措置の創設の
他、JIS の対象に新たにデータ・サービス等の追加（工業標準化法（ JIS 法）の改正）、中小企
業の特許料等の半減（特許法等の改正）、弁理士の業務にデータの利活用や JIS 等の規格の案の
作成に関して知財の観点から支援する業務の追加（弁理士法の改正）等が行われるが、不正競
争防止法の改正に関しては、限定提供データに係る不正競争の新設が、2019 年 7 月 1 日、技術
的制限手段の効果を妨げる行為の範囲の見直しが、2018 年 11 月 29 日、書類提出命令に係る手
続の拡充（不正競争防止法、特許法等）が、2019 年 7 月 1 日、その他不正競争防止法施行令は、
2018 年 11 月 1 日施行となった。なお、2017 年 12 月から改正不正競争防止法に関するガイドラ
イン素案策定 WG が開催されており、改正法施行までにガイドラインの策定・公表が予定され





正競争防止法（以下、法という）2 条 1 項 17 号、18 号、法 2 条 8 項、法 19 条 1 項 9 号、2）証
拠収集手続きの強化（法 7 条）とともに、3）「限定提供データ」に係る不正競争行為の創設





74） 「このデータは誰のもの ?『宝の山』ルール重要」日本経済新聞、2016 年 5 月 13 日、「 IoT データ『営
業秘密』に 経済産業省・特許庁、保護強化へ AI 盗用訴訟容易に」日本経済新聞、2016 年 9 月 26 日、
「ビッグデータ知財として保護 登録・活用へ整備」日本経済新聞、2017 年 3 月 12 日、「ビッグデータ
保護幅広く 社外秘以外も対象 不正取得、賠償請求可能に 法改正案」日本経済新聞、2017 年 3 月 15
日、「ビッグデータ法的保護大詰め 不競法改正案提出へ議論 流出情報 差し止めをには慎重論も」日本
経済新聞、2017 年 11 月 20 日、「ビッグデータや AI 技術 知財の価値に評価基準 政府検討」日本経済
新聞（夕）、2017 年 11 月 20 日
75） 「不正競争防止法の概要と改正」経済産業省






































76） パテント 2018、Vol.71 No.9、63 頁～ 70 頁（https://system.jpaa.or.jp/patent/viewPdf/3045）










































（b）事後的悪意転得類型（法 2 条 1 項 13 号、16 号）
　不正な経緯を知らずにデータを取得した転得者が、事後に不正の経緯知った場合に（事後的
悪意）、その限定提供データを開示する行為。但し、転得者が事後的悪意になる前の取引で開示
を許された範囲内での開示は除かれる（法 19 条 1 項 8 号イ）。また、営業秘密と異なり事後的
悪意者による使用行為は不正競争とはならない。
10．著作権法改正
　2018 年 5 月 18 日、著作権法の一部を改正する法律が成立、2018 年 5 月 25 日公布され、2019











　柔軟な権利制限規定は、2017 年 4 月に公表された「文化審議会著作権分科会報告書」を踏ま




い第 1 層と第 2 層について、柔軟なる権利制限規定を設けたものである。具体的には、第 1 層
に関して、著作物に表現された思想又は感情の享受を目的としない利用（改正著作権法（以下、
法という）30 条の 4）、及び電子計算機における著作物利用に付随する利用等（法 47 条の 4）、
第 2 層に関して、新たな知見・情報を創出する電子計算機による情報処理の結果の提供に付随
する軽微利用等（法 47 条の 5）に関するに関する権利制限規定の創設である。
1）著作物に表現された思想又は感情の享受を目的としない利用（法 30 条の 4）
　権利制限を正当化するためのより抽象的な要件を規定し包括的に権利制限の対象として、予
測可能性の観点から現行規定を当該行為の例示として整理・統合したもので、これに伴い著作
物の利用に係る技術開発・実用化の試験のための利用（旧法 30 条の 4）、電子計算機による情
報解析のための複製等（旧法 47 条の 7）の条文は削除された。










2）電子計算機における著作物利用に付随する利用等（法 47 条の 4）
　趣旨は、上記法 30 条の 4 と同じである。これに伴い電子計算機におけるキャッシュのための
複製（旧法 47 条の 8）、サーバー管理者による送信障害防止等のための複製（旧法 47 条の 5）、
ネットワークでの情報提供準備に必要な情報処理のための複製等（旧法 47 条の 9）、複製機器
の保守・修理のための一時的複製（旧法 47 条の 4 第 1 項）、複製機器の交換のための一時的複
製（旧法 47 条の 4 第 2 項）の条文は削除された。

















等（法 47 条の 5）
　不利益が軽微な行為類型であり、権利者の正当な利益保護のための一定の配慮のもと、社会
的意義の認められる利用目的で大くくりに範囲を画定し、相当程度柔軟性のある規定を整備し
たもの。これに伴いインターネット情報検索のための複製等（旧法 47 条の 6）の条文は削除さ
れた。






























79） 「著作権法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 30 号）について」文化庁（http://www.bunka.go.jp/
seisaku/chosakuken/hokaisei/h30_hokaisei/）、「著作権法の一部を改正する法律の概要」文化庁（http://www.
bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/h30_hokaisei/pdf/r1406693_01.pdf）、「著作権法の一部を改正する
法 律 概 要 説 明 資 料 」文 化 庁（ http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/h30_hokaisei/pdf/
r1406693_02.pdf）、「平成 30 年著作権法改正によって、企業の実務はどう変わるか」鳥居江美弁護士、
BUSSINES LAWYEARS（ https://business.bengo4.com/articles/420）、「平成 30 年改正著作権法について
（1）―ビッグデータの活用等―」イノベンティア・リーガル・アップデート（ https://innoventier.com/
archives/2018/06/6295）、「進化する機械学習パラダイス ～改正著作権法が日本の AI 開発をさらに加速
する～」STORIA 法律事務所、2018 年 9 月 2 日（https://storialaw.jp/blog/4936）
80） 「次世代医療基盤法の施行について」健康・医療戦略推進本部／内閣官房 健康・医療戦略室（https://
www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/jisedai_kiban/houritsu.html）、「医療ビッグデータの利活用に向けた
法整備―次世代医療基盤法の成立―」長谷 悠太（前内閣委員会調査室）、立法と調査 No.391、2017 年
8 月、参議院常任委員会調査室・特別調査室
  （http://www.sangiin.go.jp/japanese/annai/chousa/rippou_chousa/backnumber/2017pdf/20170801003.pdf）
81） （http://www.miyauchi-law.com/f/170828iryobigdata.pdf）
梅　林　　　勲
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ており、検査結果や服薬情報など診療行為の実施結果（アウトカム）に関する標準化されたデ
ジタルデータを利活用することが、国際的にも重要な課題であるとされている。
注 10）レセプト
患者が受けた保険診療について、医療機関が保険者（市町村や健康保険組合等）に請求する医療報酬
の明細書
　医療サービス提供者や保険者等（一次ホルダー）に関しては、レセプトや特定健診等のデー
タを収集する仕組みが整備されつつあるが、個別目的に基づいてシステムが構築され情報が分
散している。そのため、人の一生涯を通じた統合的な健康管理や、地域差や医療保険制度の違
いを踏まえた医療費等の分析が困難で、研究機関や民間事業者等（二次ホルダー）を含めると、
実際の情報流通経路は複雑・多岐になる。また、個人は、どこでどのように情報が扱われるの
か不安が払拭できず、サービス提供者・事業者（一次・二次ホルダー）は、同意取得や匿名化
を含めたデータ処理やシステム構築・運用のコストが負担となっていた。
　改正個人情報保護法により、匿名加工情報の制度が新設されたが、医療情報は通常のデータ
とは異なる配慮が必要（個益・公益のための研究等の必要性、データの機微性）とされている。
そこで、次世代医療基盤法による「匿名加工医療情報」の制度が設けられ、研究等に必要なデ
ータをより容易に統合的に取得できるようにしたもので、データの機微性等から匿名加工医療
情報作成事業を行う者の大臣認定、認定事業者への規制の大幅強化、個人がこの制度に参加し
ないことを選択できる仕組み（オプトアウト）が導入された。
　ポイントとして次のことが挙げられている。
1） 医療情報を匿名加工して誰の情報かわからなくした上で研究開発などに役立てる（万一
漏洩、悪用されても、誰の医療情報かがわからないように厳格に匿名加工することとし、
匿名加工方法は法律で規定）
2） 患者本人は拒否が可能、拒否すれば匿名加工医療情報を外部提供できない（いつでも拒
否できることで、患者の権利を保障）
3） 大臣認定を受けた事業者しか匿名加工医療情報を作成・提供することはできない（安全・
的確に加工等できる能力をもった適切な事業者を認定、認定後もチェック）。
4） 認定事業者からの外部委託先も大臣認定を受ける必要がある（不適切な事業者へ外部委
託の防止）
5） 認定事業者は高い管理基準等により、安全管理体制等を厳格に整備する必要がある（問
題のある事業者は認定の取消・事業停止となる）
12．最後に
　ビッグデータとその利活用、制度・法整備に関しては、紙幅と時間の関係から以上のような
内容となり不十分なところがあるが、現況について体系的にまとめることができたものと思っ
ている。
　これからのテーマとして、不正競争防止法改正により設けられた「限定提供データ」の規定
に関しても、法の適用範囲がビッグデータのみに限られるのか、という議論が今後起こってく
ビックデータ及びビックデータの利活用と制度・法整備（含む個人情報保護）
419－ －
るものと思われる。また、ビッグデータを念頭に置いた著作権法改正に関しても、長い間議論
がなされてきたアメリカの「フェアユース」の概念の採用に一部踏み切ったものであり、従来
インターネットの検索サービスやネットビジネスにおける著作権法上の問題を、個別の権利制
限規定を逐次設けて対応していたが、「柔軟な権利制限規定」を設けることにより包括的に処理
できるようにした。新しい著作権法の規定に関しても数多くの論考がなされるものと期待され
るが、機会があれば「柔軟な権利制限規定」についての論考を行い、発表することが出来れば
と願って本稿を終わることとしたい。
 以 上
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